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国立大学法人鹿屋体育大学事業報告書

「国立大学法人鹿屋体育大学の概要」

１．目標

大学の基本的な目標

人類共通の知的資産である文化としてのスポーツは、個々人の健全な身体発達や、調

和と共生の精神を有する人間性豊かな人材の育成に、必要不可欠のものである。国立大

学法人鹿屋体育大学は、国立大学唯一の体育大学として、国民各層のスポーツへの多様

なニーズに応える教育・研究組織を柔軟に編制し、スポーツを通して創造性とバイタリ

ティに富む有為の人材を輩出するとともに、明るく豊かで活力に満ちた社会の形成に貢

献するために、以下の基本目標を掲げる。

（１）教育に関する目標

実学を重視し、科学的な基礎知識と幅広い応用能力及び優れた実技指導力をもった人

材の育成を目標とする。また、スポーツを通じて国際的感覚の養成に努める。

（２）研究に関する目標

競技力の向上及び運動による健康づくりの普及に関する実践的な研究を推進する。人

文科学・社会科学・自然科学の諸領域にまたがる体育学の特性を活かして、総合的、学

際的、実践的領域を研究開発する。

（３）社会貢献に関する目標

科学的なトレーニング法や発育期の一貫指導システムの研究開発を推進し、国際的な

競技力向上に貢献するとともに、社会の活性化に資する国民の健康増進と豊かなスポー

ツライフの形成に向けたプログラムの研究成果を発信する。

２．業務

（１）大学の教育研究等

１）教育

・ 学部教育においては、社会の変化に伴う新しい人材養成ニーズを見通した定員増

と課程の改組計画（ 体育・スポーツ課程」を「スポーツ総合課程」に改組）を策「

定し、平成１８年度から実施することとした。併せて、１９年度に予定している教

育課程の改訂に向け、教育内容や方法等についての情報収集を行った。

大学院教育においては、幅広い知識と高い専門性を持った人材の養成のため、教

育研究の組織・環境づくりに取り組んだ。

・ ＦＤを引き続き推進し、新たな取組として、学生アンケートの結果、評価の高か

った教員名を公表し、公開研究授業を実施した。
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２）学生への支援

・ 競技力向上・課外活動充実を目指した各種の支援策を展開した。また、現代ＧＰ

に選定されている「学生スポーツボランティア活動の支援事業」について、定着化

に向けて２年次目の事業を着実に実施するとともに、教員・事務職員協働の実施体

制として「学生スポーツボランティア支援室」を新たに立ち上げた。１８年度は、

まとめの年として、全学生を対象にボランティアを募集するなどシステムを全学的

に運用していく。

３）研究

・ 学長裁量経費により、科学的トレーニングに関する研究成果を活用して学生の競

技力向上を支援するプロジェクト（ＴＡＳＳ）及び地域との連携の下に運動による

心身の健康の保持増進に関する研究を推進するプロジェクト（ＰＡＬＳ）の充実を

図った。

また、学長裁量経費による重点プロジェクト研究経費を、科学研究費などの競争

的資金獲得や戦略的事業のシーズマネーとしての運用を重視することとした。この

プロジェクト研究の成果については、学内で発表する仕組みを確立するとともに、

、 （ ）その一部については 蒼天祭 一体として実施する学園祭及び大学開放事業の総称

において 「研究最前線」のタイトルで、地域住民に平易に発表・解説する機会を、

設けた。

・ 教員の業績評価を評価方法等の改善を図りながら平成１６年度に引き続き実施

し、その評価結果の教育研究経費の配分への反映については、１６年度以上の幅を

もつ形で傾斜配分に活用した。

・ 知的財産の創出等に係る奨励普及や学内体制の整備を進めることにより、大学創

設以来初めて、本学教員による研究成果を職務発明として、特許の出願を行った。

４）社会との連携

・ ジュニア期からのアスリートの養成やスポーツを通じた健康づくりを目的として

（財）日本体育協会の総合型地域スポーツクラブ育成支援を受け、平成１６年から

準備を進めてきた大学を基盤とするスポーツクラブを、ＮＩＦＳスポーツクラブと

して発足させた。

（２）業務運営の改善及び効率化

運営体制の改善１）

・ 国立大学法人として１年間の運営の実績と評価を踏まえ、国立大学法人法に基づ

く各機関の役割の一層の明確化と定着を図るとともに、トップダウンとボトムアッ

プのバランス、執行部方針のフィードバックや構成員間の連絡調整を図るために、

「 」「 」 、法定機関とは別に学内に設置した 運営連絡会 系主任会議 を有効に活用して

円滑な大学運営に努めた。

・ 大学運営における学長のリーダーシップを有効に機能させるため、学長直属の組

織として特定の業務について学長を助ける「学長補佐」や、教員と事務職員の協働

の組織として「企画室」等の５室に加え、平成１７年度は 「学生スポーツボラン、

ティア支援室」を設置し、学内の意思決定の迅速化を推進した 「企画室」におい。
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ては、大学の今後の戦略的課題を抽出し、逐次検討を加えていくこととした。

２）教育研究組織の見直し及び人事の適正化

・ 今後の人材ニーズを見通した課程の改組計画を策定するとともに、教員の採用・

昇任の人事について、学長の権限を強化した諸規程の整備と定着を図った。

（３）財務内容の改善

１）外部資金その他の自己収入の増加

・ 外部資金の獲得に対するインセンティブを付与する仕組みを整備するとともに、

自己収入を確保する方策について検討を進めた。

２）経費の抑制

・ 管理的経費について、対前年度比約３．３７％の削減を図った。また、平成１８

年度当初予算においても、平成１７年度比で３．１３％減を予定するなど、管理的

経費の抑制に取り組んだ。

３）資産の運用管理

・ 学内施設等の有効利用の観点から、体育施設の外部への有料による貸出を推進し

たほか、研究室、実験室等の課金や再配分を行った。

（４）自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供

１）評価の充実

・ 「自己点検・評価及び外部評価に関する方針」に基づき、学内各組織及び各教員

による自己点検・評価と、これに基づく学長ヒアリングを実施した。

また、学内共同教育研究施設であるスポーツトレーニング教育研究センターにお

いて外部の有識者による評価（外部評価）を実施した。この評価結果については、

「外部評価報告書」としてまとめ刊行するとともに、ホームページにも掲載した。

２）情報公開等

・ 本学の重要な情報発信媒体であるホームページを活用し、関係法令で義務づけら

れている情報をはじめ、アドミッション・ポリシー、大学評価に関する事項等を広

く一般に提供している。また、このホームページについては、さらに利用が促進さ

れるよう、リニューアルの方針を決定し、１８年度の早い時期に公開を開始するこ

ととした。

・ 本学の広報誌「邁進」の作成にあたり、広報効果が高まるよう、よりビジュアル

なページ構成にするなど、大学の活動についてわかりやすい情報提供に努めた。

３）大学の危機管理体制の整備

・ 発生が想定される様々な危機に対応するため、学長を中心とした危機管理委員会

を常任委員会として設置するとともに、迅速かつ的確に対応するため、危機管理に

関する規程を整備した。

（５）その他業務運営

・ 「渡し切りの交付金」としての運営費交付金のメリットを有効に活用し、予算の

執行の残余を教育研究施設や学生宿舎の改修等に重点的に投入し、施設設備の充実

・維持保全を図った。
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３．事務所等の所在地

鹿屋体育大学（本部） 鹿児島県鹿屋市白水町

鹿屋体育大学海洋スポーツセンター 鹿児島県鹿屋市高須町

４．資本金の状況

６，３１７，５２９，４８５円（全額 政府出資）

５．役員の状況

役員の定数は、国立大学法人法第１０条により、学長１人、理事３人、監事２人。任期は

国立大学法人法第１５条の規定及び国立大学法人鹿屋体育大学通則の定めるところによる。

役 職 氏 名 就任年月日（任期） 主な経歴

学 長 芝 山 秀太郎 平成１６年４月１日～ 平成１１年４月 鹿屋体育大学副学長

平成１６年７月３１日 平成１２年８月 鹿屋体育大学長

平成１６年８月１日～ 平成１６年４月 国立大学法人鹿屋体育大学長

平成２０年７月３１日 平成１６年８月 国立大学法人鹿屋体育大学長（再任）

理 事 高 橋 誠 記 平成１７年５月１日～ 平成１３年７月 上越教育大学事務局長

平成１９年４月３０日 平成１５年７月 （独）国立西洋美術館副館長

平成１７年５月 国立大学法人鹿屋体育大学理事(副学長)

理 事 倉 田 博 平成１６年８月１日～ 平成１２年８月 鹿屋体育大学副学長

平成１８年７月３１日 平成１４年８月 鹿屋体育大学海洋スポーツセンター長

平成１５年４月 鹿屋体育大学アドミッションセンター長

平成１６年８月 国立大学法人鹿屋体育大学理事(副学長)

理 事 萬 田 正 治 平成１６年４月１日～ 平成１３年１月 鹿児島大学学長補佐

平成１６年７月３１日 平成１３年４月 鹿児島大学副学長

平成１６年８月１日～ 平成１６年４月 国立大学法人鹿屋体育大学理事

平成１８年７月３１日 平成１６年８月 国立大学法人鹿屋体育大学理事（再任）

監 事 前 原 照 男 平成１６年４月１日～ 平成２年１月 鹿屋市民生部長

平成１８年３月３１日 平成５年８月 鹿屋市総務部長

平成６年８月 鹿屋市収入役

監 事 中 野 惇 夫 平成１６年４月１日～ 平成６年４月 南日本新聞社編集委員兼論説委員

平成１８年３月３１日 平成９年４月 南日本新聞社鹿屋支社長兼論説委員

平成１５年７月 財団法人カラモジア理事
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６．職員の状況

教員８８人（うち常勤６６人、非常勤２２人）

職員８８人（うち常勤７１人、非常勤１７人）

７．学部等の構成

体育学部

・体育・スポーツ課程

・武道課程

大学院体育学研究科

・修士課程

・博士後期課程

附属図書館

学内共同教育研修施設

・外国語教育センター

・海洋スポーツセンター

・スポーツトレーニング教育研究センター

・生涯スポーツ実践センター

・アドミッションセンター

・スポーツ情報センター

保健管理センター

８．学生の状況

総学生数 ７６９人

学部学生 ６９６人

修士課程 ５３人

博士後期課程 ２０人

９．設立の根拠となる法律名

国立大学法人法

１０．主務大臣

文部科学大臣

１１．沿革

昭和５６年１０月 １日 鹿屋体育大学開学

昭和５９年 ４月２２日 第１回入学式挙行

昭和６０年 ４月 １日 外国語教育センター設置

昭和６２年 ４月 １日 海洋スポーツセンター設置

昭和６３年 ４月 １日 大学院体育学研究科（修士課程）設置

昭和６３年 ４月２６日 第１回大学院体育学研究科（修士課程）入学式挙行

昭和６３年 ５月２５日 保健管理センター設置
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平成 ６年 ５月２０日 スポーツトレーニング教育研究センター設置

平成１０年１２月 １日 スポーツ情報センター設置

平成１３年 ４月 １日 生涯スポーツ実践センター設置

平成１５年 ４月 １日 アドミッションセンター設置

平成１６年 ４月 １日 国立大学法人鹿屋体育大学設立

平成１６年 ４月 １日 大学院体育学研究科（博士後期課程）設置

平成１６年 ４月 ５日 第１回大学院体育学研究科（博士後期課程）入学式挙行

１２．経営協議会・教育研究評議会

○経営協議会（国立大学法人の経営に関する重要事項を審議する機関）

氏 名 現 職

芝 山 秀太郎 国立大学法人鹿屋体育大学学長

高 橋 誠 記 国立大学法人鹿屋体育大学理事（組織・運営担当）

倉 田 博 国立大学法人鹿屋体育大学理事（教務・学生担当）

萬 田 正 治 国立大学法人鹿屋体育大学理事（研究・社会連携担当）

冨 岡 逸 郎 国立大学法人鹿屋体育大学事務局長

上 治 丈太郎 （財）ミズノスポーツ振興会専務理事

（財）ミズノ国際スポーツ交流財団専務理事

岡 崎 助 一 （財）日本体育協会事務局長

加賀谷 淳 子 日本女子体育大学客員教授

西 田 善 夫 スポーツ・アナリスト

脇 田 稔 鹿児島県副知事
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○教育研究評議会（国立大学法人の教育研究に関する重要事項を審議する機関）

氏 名 現 職

芝 山 秀太郎 学長

高 橋 誠 記 理事（組織・運営担当 、副学長）

倉 田 博 理事（教務・学生担当 、副学長）

萬 田 正 治 理事（研究・社会連携担当）

田 口 信 教 学長補佐(学術情報・産学連携担当)、附属図書館長

川 西 正 志 学長補佐(生涯スポーツ担当)、生涯スポーツ実践センター長

國 分 國 友 学長補佐（競技力向上担当）

宮 下 和 子 外国語教育センター長

千 足 耕 一 海洋スポーツセンター長

西 薗 秀 嗣 スポーツトレーニング教育研究センター長

松 下 雅 雄 アドミッションセンター長

志 村 正 子 スポーツ情報センター長、大学院体育学研究科総合健康運動科学系主任

齊 藤 和 人 保健管理センター所長

田 中 孝 夫 体育学部スポーツパフォーマンス系主任

荻 田 太 体育学部スポーツパフォーマンス系副主任

山 本 正 嘉 体育学部スポーツパフォーマンス系副主任

吉 武 裕 体育学部スポーツライフスタイル・マネジメント系主任

宮 田 和 信 体育学部スポーツライフスタイル・マネジメント系副主任
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氏 名 現 職

前 田 博 子 体育学部スポーツライフスタイル・マネジメント系副主任

重 岡 孝 文 体育学部伝統武道・スポーツ文化系主任

大 坪 壽 ※重岡（17.4.1～17.12.1） 大坪（17.12.13～）

大 坪 壽 体育学部伝統武道・スポーツ文化系副主任

前 阪 茂 樹 ※大坪（17.4.1～17.12.12） 前阪（17.12.13～）

吉 重 美 紀 体育学部伝統武道・スポーツ文化系副主任

竹 倉 宏 明 大学院体育学研究科総合トレーニング運動科学系主任

冨 岡 逸 郎 事務局長
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「事業の実施状況」

Ⅰ．大学の教育研究等の質の向上

１．教育に関する実施状況

（１）教育の成果に関する実施状況

別添「平成１７事業年度に係る業務の実績に関する報告書 （Ｐ４～５）の「教育の」

成果に関する目標」欄の「計画の進捗状況等」に記載のとおり

（２）教育内容等に関する実施状況

別添「平成１７事業年度に係る業務の実績に関する報告書 （Ｐ６～１０）の「教育」

内容等に関する目標」欄の「計画の進捗状況等」に記載のとおり

（３）教育の実施体制等に関する実施状況

別添「平成１７事業年度に係る業務の実績に関する報告書 （Ｐ１１～１３）の「教」

育の実施体制等に関する目標」欄の「計画の進捗状況等」に記載のとおり

（４）学生への支援に関する実施状況

別添「平成１７事業年度に係る業務の実績に関する報告書 （Ｐ１４～１８）の「学」

生への支援に関する目標」欄の「計画の進捗状況等」に記載のとおり

２．研究に関する実施状況

（１）研究水準及び研究の成果等に関する実施状況

別添「平成１７事業年度に係る業務の実績に関する報告書 （Ｐ１９～２２）の「研」

究水準及び研究の成果等に関する目標」欄の「計画の進捗状況等」に記載のとおり

（２）研究実施体制等の整備に関する実施状況

別添「平成１７事業年度に係る業務の実績に関する報告書 （Ｐ２３～２５）の「研」

究実施体制等の整備に関する目標」欄の「計画の進捗状況等」に記載のとおり

３．その他の実施状況

（１）社会との連携、国際交流等に関する実施状況

別添「平成１７事業年度に係る業務の実績に関する報告書 （Ｐ２６～３０）の「社」

会との連携、国際交流等に関する目標」欄の「計画の進捗状況等」に記載のとおり

Ⅱ．業務運営の改善及び効率化

１．運営体制の改善に関する実施状況

別添「平成１７事業年度に係る業務の実績に関する報告書 （Ｐ３２～３４）の「運」

営体制の改善に関する目標」欄の「判断理由（計画の実施状況等 」に記載のとおり）

２．教育研究組織の見直しに関する実施状況

別添「平成１７事業年度に係る業務の実績に関する報告書 （Ｐ３５～３６）の「教」

育研究組織の見直しに関する目標」欄の「判断理由（計画の実施状況等 」に記載のと）

おり

３．人事の適正化に関する実施状況

別添「平成１７事業年度に係る業務の実績に関する報告書 （Ｐ３７～３９）の「人」

事の適正化に関する目標」欄の「判断理由（計画の実施状況等 」に記載のとおり）

４．事務等の効率化・合理化に関する実施状況

別添「平成１７事業年度に係る業務の実績に関する報告書 （Ｐ４０～４２）の「事」
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務等の効率化・合理化に関する目標」欄の「判断理由（計画の実施状況等 」に記載の）

とおり

Ⅲ．財務内容の改善

１．外部研究資金その他の自己収入の増加に関する実施状況

別添「平成１７事業年度に係る業務の実績に関する報告書 （Ｐ４４～４５）の「外」

部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標」欄の「判断理由（計画の実施 」に）

記載のとおり

２．経費の抑制に関する実施状況

別添「平成１７事業年度に係る業務の実績に関する報告書 （Ｐ４６～４７）の「経」

費の抑制に関する目標」欄の「判断理由（計画の実施状況等 」に記載のとおり）

３．資産の運用管理の改善に関する実施状況

別添「平成１７事業年度に係る業務の実績に関する報告書 （Ｐ４８～４９）の「資」

産の運用管理の改善に関する目標」欄の「判断理由（計画の実施状況等 」に記載のと）

おり

Ⅳ．自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供

１．評価の充実に関する実施状況

別添「平成１７事業年度に係る業務の実績に関する報告書 （Ｐ５１～５２）の「評」

価の充実に関する目標」欄の「判断理由（計画の実施状況等 」に記載のとおり）

２．情報公開等の推進に関する実施状況

別添「平成１７事業年度に係る業務の実績に関する報告書 （Ｐ５３～５４）の「情」

報公開等の推進に関する目標」欄の「判断理由（計画の実施状況等 」に記載のとおり）

Ⅴ．その他業務運営に関する重要事項

１．施設設備の整備・活用等に関する実施状況

別添「平成１７事業年度に係る業務の実績に関する報告書 （Ｐ５６～５７）の「施」

設設備の整備・活用等に関する目標」欄の「判断理由（計画の実施状況等 」に記載の）

とおり

２．安全管理に関する実施状況

別添「平成１７事業年度に係る業務の実績に関する報告書 （Ｐ５８～５９）の「安」

全管理に関する目標」欄の「判断理由（計画の実施状況等 」に記載のとおり）

Ⅵ．予算（人件費見積含む 、収支計画及び資金計画。）

別紙１のとおり（ｐ．１２～１４）

Ⅶ．短期借入金の限度額

５億円

Ⅷ．重要財産を譲渡し、又は担保に供する計画

該当なし
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Ⅸ．剰余金の使途

該当なし

Ⅹ．その他

１．施設・設備に関する状況

別添「平成１７事業年度に係る業務の実績に関する報告書 （Ｐ６３）の「施設・設」

備に関する計画」欄の「実績」に記載のとおり

２．人事に関する状況

別添「平成１７事業年度に係る業務の実績に関する報告書 （Ｐ６４）の人事に関す」

る計画」欄の「実績」に記載のとおり

３．運営費交付金債務及び当期振替額の明細

別紙２のとおり（ｐ．１５～１７）

ⅩⅠ．関連会社及び関連公益法人等

１．特定関連会社

２．関連会社

３．関連公益法人等

該当なし
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別紙１

Ⅵ．予算（人件費見積含む 、収支計画及び資金計画。）

１．予算
（単位：百万円）

区 分 予算額 決算額 差 額
（決算－予算）

収入

運営費交付金 １，６４９ １，６４９ ０

施設整備費補助金 ０ ０ ０

船舶建造費補助金 － － －

施設整備資金貸付金償還時補助金 ０ ０ ０

補助金等収入 ０ ６ ６

国立大学財務・経営センター施設費交付金 １８ １８ ０

自己収入 ４８９ ５３９ ５０

授業料、入学金及び検定料収入 ４４１ ４８１ ４０

附属病院収入 ０ ０ ０

財産処分収入 ０ ０ ０

雑収入 ４８ ５８ １０

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 ３６ １９ △１７

長期借入金収入 ０ ０ ０

貸付回収金 ０ ０ ０

承継剰余金 － － －

旧法人承継積立金 － － －

目的積立金取崩 ０ ０ ０

計 ２，１９２ ２，２３２ ４０

支出

業務費 １，３０８ １，３８３ ７５

教育研究経費 １，３０８ １，３８３ ７５

診療経費 － － －

一般管理費 ８３０ ７３９ △９１

施設整備費 １８ １８ ０

船舶建造費 － － －

補助金等 ０ ６ ６

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 ３６ ２０ △１６

貸付金 ０ ０ ０

長期借入金償還金 ０ ０ ０

国立大学財務・経営センター施設費納付金 ０ ０ ０

計 ２，１９２ ２，１６６ △２６

※記載金額は、各区分毎に百万円未満は四捨五入して計上
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２．人件費 （単位：百万円）

区 分 予算額 決算額 差 額
（決算－予算）

人件費（退職手当は除く） １，２８４ １，２２８ △５６

※記載金額は、各区分毎に百万円未満は四捨五入して計上

３．収支計画 （単位：百万円）

区 分 予算額 決算額 差 額
（決算－予算）

費用の部 ２，１０５ ２，０７０ △３５

経常費用 ２，１０５ ２，０７０ △３５

業務費 １，８９５ １，７９１ △１０４

教育研究経費 ４６４ ４４２ △２２

診療経費 － － －

受託研究経費等 ２４ ６ △１８

役員人件費 ５６ ４９ △７

教員人件費 ７４１ ７５０ ９

職員人件費 ６１０ ５４３ △６７

一般管理費 １７７ １４２ △３５

財務費用 ０ ０ ０

雑損 ０ ０ ０

減価償却費 ３３ １３７ １０４

臨時損失 ０ ０ ０

収益の部 ２，１０５ ２，１０９ ４

経常収益 ２，１０５ ２，０８２ △２３

運営費交付金収益 １，５２８ １，４５１ △７７

授業料収益 ３７１ ４１０ ３９

入学金収益 ５８ ６６ ８

検定料収益 １２ １１ △１

附属病院収益 － － －

補助金等収益 ０ ６ ６

受託研究等収益 ２４ ７ △１７

寄附金収益 １３ １３ ０

財務収益 ０ ０ ０

雑益 ６６ ５１ △１５

資産見返運営費交付金等戻入 ２１ ２６ ５

資産見返補助金等戻入 ０ ０ ０

資産見返寄附金戻入 ０ ０ ０

資産見返物品受贈額戻入 １２ ４１ ２９

臨時利益 ０ ２７ ２７

純利益 ０ ３９ ３９

目的積立金取崩益 ０ ０ ０

総利益 ０ ３９ ３９

※記載金額は、各区分毎に百万円未満は四捨五入して計上



14

． （ ）４ 資金計画 単位：百万円

区 分 予算額 決算額 差 額
（決算－予算）

資金支出 ２，２２２ ２，３８４ １６２

業務活動による支出 ２，０５４ １，９７６ △７８

投資活動による支出 １３９ １９０ ５１

財務活動による支出 ０ ０ ０

翌年度への繰越金 ２９ ２１８ １８９

資金収入 ２，２２２ ２，３８４ １６２

業務活動による収入 ２，１７５ ２，２３９ ６４

運営費交付金による収入 １，６４９ １，６４９ ０

授業料・入学金及び検定料による収入 ４４１ ５０７ ６５

附属病院収入 － － －

受託研究等収入 ２４ ９ △１５

補助金等収入 ０ ６ ６

寄附金収入 １３ １０ △３

その他の収入 ４８ ５８ １０

投資活動による収入 １８ １８ ０

施設費による収入 １８ １８ ０

その他の収入 ０ ０ ０

財務活動による収入 ０ ０ ０

前年度よりの繰越金 ２９ １２７ ９８

※記載金額は、各区分毎に百万円未満は四捨五入して計上
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別紙２

Ⅹ．その他

３．運営費交付金債務及び当期振替額の明細

（１）運営費交付金債務の増減額の明細

（単位：百万円）

当期振替額
交付金当

交付年度 期首残高 期交付金 運営費交 資産見返 資本 期末残高
付金収益 運営費交 剰余金 小計

付金

平成16年度 118 0 118 0 0 118 0

平成17年度 0 1,649 1,333 188 0 1,522 127

合 計 118 1,649 1,451 188 0 1,640 127

※記載金額は、各区分毎に百万円未満は四捨五入して計上

（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細

①平成１６年度交付分

（単位：百万円）

区 分 金 額 内 訳

期間進行基準による振替 運営費交付 1,396 ①期間進行基準を採用した事業等：費用進行基

額 金収益 準を採用した業務以外の全ての業務

②当該業務に関する損益等

資産見返運 69 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：1,396

営費交付金 (消耗品費等：1,396)

ｲ)自己収入に係る収益計上額：0

資本剰余金 0 ｳ)固定資産の取得額：建物等69

③運営費交付金の振替額の積算根拠

計 1,465 学生収容定員が一定数（85％）を満たしてい

たため、期間進行業務に係る運営費交付金債務

を全額収益化。

費用進行基準による振替 運営費交付 78 ①費用進行基準を採用した事業等：退職手当

額 金収益 ②当該業務に係る損益等

ｱ)損益計算書に計上した費用の額：78

資産見返運 0 (退職手当：78)

営費交付金 ｲ)自己収入に係る収益計上額：0

ｳ)固定資産の取得額：0

資本剰余金 0 ③運営費交付金の振替額の積算根拠

業務進行に伴い支出した運営費交付金債務78

計 78 百万円を収益化。

国立大学法人会計基準第7

7第3項による振替額 0 該当なし

合 計 1,543

※記載金額は、各区分毎に百万円未満は四捨五入して計上
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②平成１７年度交付分

（単位：百万円）

区 分 金 額 内 訳

成果進行基準による振 運営費交付金 ①成果進行基準を採用した事業等：21世紀の高

替額 収益 度最先端スポーツ科学開発のための体育学実験
1

教育充実プロジェクト

資産見返運営 ②当該業務に関する損益等

費交付金 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：71
70

(工具器具備品：70、消耗品費：1)

資本剰余金 0 ｲ)自己収入に係る収益計上額：0

ｳ)固定資産の取得額：研究機器70

③運営費交付金収益化額の積算根拠

計 71 21世紀の高度最先端ｽﾎﾟｰﾂ科学開発のための体

育学実験教育充実ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄについては、計画に

、対し十分な成果を上げたと認められることから

運営費交付金債務を全額収益化。

期間進行基準による振 運営費交付金 ①期間進行基準を採用した事業等：成果進行基

替額 収益 準及び費用進行基準を採用した業務以外の全て
1,313

の業務

資産見返運営 ②当該業務に関する損益等

費交付金 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：1,313
95

(建物設備修繕費:39、備品費:26、その他の経

資本剰余金 0 費:1,248)

ｲ)自己収入に係る収益計上額：0

ｳ)固定資産の取得額：研究機器等95

③運営費交付金の振替額の積算根拠
計 1,408

学生収容定員が一定数（85％）を満たしてい

たため、期間進行業務に係る運営費交付金債務

を全額収益化。

費用進行基準による振 運営費交付金 ①費用進行基準を採用した事業等：退職手当、

替額 収益 総合筋力トレーニングシステム、障害学生特別
137

支援事業

資産見返運営 ②当該業務に係る損益等

費交付金 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：137
23

(建物設備修繕費等：3、備品費等：20、退職

資本剰余金 0 手当：114)

ｲ)自己収入に係る収益計上額：0

ｳ)固定資産の取得額：構築物1、研究機器22

③運営費交付金の振替額の積算根拠
計 160

業務進行に伴い支出した運営費交付金債務137

百万円を収益化。

国立大学法人会計基準
0 該当なし

第77第3項による振替額

合 計 1,637

※記載金額は、各区分毎に百万円未満は四捨五入して計上
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（３）運営費交付金債務残高の明細

（単位：百万円）

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画

平成16年度 期間進行基準

を採用した業 0 該当なし

務に係る分

費用進行基準 退職手当

、 。を採用した業 118 ・退職手当の執行残であり 翌事業年度以降に使用する予定

務に係る分

計 118

平成17年度 成果進行基準

を採用した業 0 該当なし

務に係る分

期間進行基準

を採用した業 0 該当なし

務に係る分

費用進行基準 退職手当

、 。を採用した業 127 ・退職手当の執行残であり 翌事業年度以降に使用する予定

務に係る分

計 127

※記載金額は、各区分毎に百万円未満は四捨五入して計上


